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監査意見 

当監査法人は、地方独立行政法人法（以下「法」という。）第 35条第 1項の規定に基づく監査に準じ

て、公立大学法人三重県立看護大学の令和７年４月１日から令和８年３月 31 日までの第 17 期事業

年度の財務諸表（損失の処理に関する書類（案）を除く。以下同じ。）、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、純資産変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附

属明細書について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法

人の会計の基準に準拠して、公立大学法人三重県立看護大学の令和８年３月 31 日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する事業年度の運営状況及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の監査の基準に準

拠して監査を行った。地方独立行政法人の監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監

査における会計監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、公立大学法人から独立しており、また、会計監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。この基礎には、当監査法人が監査を実施した範囲においては、財務諸表に重要な虚偽

表示をもたらす理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の存在

は認められなかったとの事実を含んでいる。なお、当監査法人が実施した監査は、財務諸表の重要

な虚偽表示の要因とならない理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違

法行為の有無について意見を述べるものではない。 

その他の記載内容 

 その他の記載内容は、事業報告書（会計に関する部分を除く。）である。理事長の責任は、その他

の記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセス

の整備及び運用における公立大学法人の役員（監事を除く。）の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の財務諸表等に対する監査意見等の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見等を表明するものではない。 

財務諸表等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と財務諸表等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

監査報告書の原本(電子署名が付された電子データ)は本学が別途保管しております。



 

財務諸表に対する理事長及び監事の責任 

理事長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の会計の基準に

準拠して財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正及び誤謬並びに違法行為に

よる重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために理事長が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における公立大学法人の役員（監事を除く。）の

職務の執行を監視することにある。 

 

財務諸表監査における会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、会計監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正及び

誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告

書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正及び誤

謬並びに違法行為により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

会計監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の監査の基準に

従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を

実施する。 

・ 不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚

偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は会計監査人の

判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、会計

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関

連する内部統制を検討する。 

・ 理事長が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事長によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法

人の会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評

価する。 

・ 理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為が財務諸表に重要な

虚偽表示をもたらす要因となることに十分留意して計画し、監査を実施する。 

会計監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び地方独立行政法人の監査の基準で求め

られているその他の事項について報告を行う。 

 

＜損失の処理に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対す

る報告＞ 

会計監査人の報告 

当監査法人は、法第 35 条第 1 項の規定に基づく監査に準じて、公立大学法人三重県立看護大学

の令和７年４月１日から令和８年３月 31 日までの第 17 期事業年度の損失の処理に関する書類

（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について監査を行った。なお、事

業報告書について監査の対象とした会計に関する部分は、事業報告書に記載されている事項のう

ち、会計帳簿の記録に基づく記載部分である。 

当監査法人の報告は次のとおりである。 

(1) 損失の処理に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

(2) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、公立大学法人三重県立看護大学の財政状態、運

営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示しているものと認める。 

(3) 決算報告書は、理事長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているものと認め

る。 

  

監査報告書の原本(電子署名が付された電子データ)は本学が別途保管しております。



 

理事長及び監事の責任 

理事長の責任は、法令に適合した損失の処理に関する書類（案）を作成すること、財政状態、運

営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示す事業報告書を作成すること、並びに理事長によ

る予算の区分に従って決算の状況を正しく示す決算報告書を作成することにある。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における公立大学法人の役員（監事を除く。）の

職務の執行を監視することにある。 

 

会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、損失の処理に関する書類（案）が法令に適合して作成されているか、事業

報告書（会計に関する部分に限る。）が財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく

示しているか並びに決算報告書が理事長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示してい

るかについて、独立の立場から報告することにある。 

 

利害関係 

公立大学法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

 

以 上 
 

監査報告書の原本(電子署名が付された電子データ)は本学が別途保管しております。
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自 ： 令 和 ７ 年 ４ 月  １ 日 


至 ： 令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 


 


公立大学法人三重県立看護大学 
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公立大学法人三重県立看護大学事業報告書 


 


 


Ⅰ 理事長メッセージ 


三重県立看護大学は、1997 年の開学以来、地域に根ざした看護専門職の育成に力を注ぎ、


2027 年には 30 周年という大きな節目を迎えます。これまで本学は、全学生が看護師・保健


師の国家試験受験資格を取得できる教育課程を基盤とし、さらに選択制により助産師国家


試験受験資格の取得も可能とする体制のもと、質の高い看護専門職を地域に送り出し、三重


県の保健・医療・福祉を支える役割を果たしてきたと自負しております。しかし、社会は今、


大きな転換期にあります。少子高齢化の進行、医療の高度化・複雑化、南海トラフ地震をは


じめとする大規模災害への備え、さらには気候変動や感染症の拡大など、健康を取り巻く課


題は多層的かつ地球規模へと広がっています。また、AI やデータサイエンスの進展は、看


護実践と教育の在り方そのものを変えつつあります。こうした時代の要請を踏まえ、本学は


これまでの歩みを礎に、資格取得にとどまらない高度な実践力の涵養をさらに深化させ、


「未来投資型」の教育へと進化してまいります。未来投資型教育とは、理論と実践を往還す


る教育研究体制を構築し、地域医療機関や自治体と密接に連携しながら、現実の課題解決に


主体的に参画できる人材を育成することです。 


 


 本学が目指すのは、科学的思考と倫理観を基盤に、多職種と協働しつつ、政策形成や地域


づくりにも貢献できる看護専門職の養成です。そして、地域とともに新たな価値を創造する


「地域共創型大学」へと発展していくことです。 


 


 その具体的な重点領域として、次の四つを掲げます。 


 第一に、南海トラフ地震を見据えた災害看護の高度化と、レジリエントな地域モデルの構


築。 


 第二に、気候変動や少子高齢化に対応するプラネタリーヘルスの推進。 


 第三に、医療現場のリアルワールドデータを活用したエビデンス創出と研究力の強化。 


 第四に、AI 駆動型教育および看護実践の高度化です。 


 


 これらは単なる研究テーマではありません。教育・研究・政策提言を一体化させ、地域医


療の「知のハブ」として持続可能な社会を支える拠点を形成するための戦略的柱です。学生


は実際の地域課題に触れながら学び、研究成果は現場へと還元され、その知見が政策へとつ


ながる――その循環を確立していきます。同時に、私が何よりも大切にしたいのは、看護の


本質です。それは「人に寄り添う力」です。本学は、この力を単なる感性にとどめるのでは


なく、専門性と社会変革力へと高めていきます。人の苦しみを理解し、尊厳を守り、科学的


根拠に基づいて最善の支援を行う。その姿勢こそが、これからの時代に求められる看護の姿


です。変化の激しい社会においても、自律的に判断し、行動し、他者と協働できる人材を育
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成すること、それが公立大学として県民の負託に応える道であると考えています。本学は、


地域とともに持続可能な未来を創造し続けます。 


 


 三重県立看護大学はこれからも、看護の専門性を深化させると同時に、社会の変革を担う


力を育む大学として歩み続けます。「人に寄り添う力」を、未来を支える力へと紡ぎながら、


次の 30 年へと挑戦してまいります。今後とも、皆さまのご支援とご協力を賜りますよう、


心よりお願い申し上げます。 
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Ⅱ 基本情報 


１．目標 


当法人は、三重県における看護学の教育及び研究の中核的機関として、質の高い人材


を養成するとともに、社会に開かれた大学として、教育及び研究を推進し、その成果を


社会に還元することにより、三重県はもとより国内外の看護の発展並びに保健、医療及


び福祉の向上に寄与するため、大学を設置し、管理することを目標とする。 


 


２．業務内容 


当法人は次に掲げる業務を行う。 


（１）大学を設置し、これを運営すること。 


（２）学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこ


と。 


（３）法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以


外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 


（４）公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 


（５）大学における教育研究成果の普及及び活用を通じ地域社会及び国際社会に貢献する


こと。 


（６）前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 


       


３．沿革 


平成 9年 4月 三重県立看護大学開学 


平成 9年 4月 地域交流研究センター設置 


平成13年 4月 大学院看護学研究科開設  


平成18年 3月 大学院専門看護師教育課程（精神看護学）認定  


平成21年 4月 地方独立行政法人化（公立大学法人三重県立看護大学設立）  


平成21年 4月 メディアコミュニケーションセンター設置  


平成21年 4月 地域交流センター設置（地域交流研究センターから名称変更） 


平成23年 7月 認定看護師教育課程「感染管理」開講 


平成24年 5月 看護博物館の開館 


平成25年 3月 大学院専門看護師教育課程（母性看護学）認定  


平成29年 6月 認定看護師教育課程「認知症看護」開講 


平成31年 2月 高度実践看護師教育課程（専門看護師38単位） 


（母性看護分野及び精神看護分野）認定 


  令和 2年 2月 高度実践看護師教育課程（専門看護師38単位） 


（老年看護分野） 認定 


令和 4年 5月 認定看護師教育課程（Ｂ課程）「感染管理」開講 
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４．組織図 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


５．所在地 


三重県津市夢が丘一丁目１番地１ 


 


６．資本金の額 


３，７７０，３２０，０００円 


（資本金のうち、三重県の出資額３，７７０，３２０，０００円） 


 


７．在学する学生の数（令和７年５月１日現在） 


  総学生数  ４３６名 


学士課程 ４０９名 


修士課程  ２７名 
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８．役員の状況（令和８年３月 31 日現在） 


（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 


役  職 氏  名 任  期 経  歴 


理事長 片田 範子 


令和4年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•平成29年 4月 関西医科大学 教授 


•令和 4年 4月 三重県立看護大学 理事長・学長 


副理事長 加太 竜一 


令和4年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•令和 4年 4月 三重県立看護大学 副理事長・事務局長 


理事（教学研究担当） 大川 明子 


令和7年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•平成31年 4月 三重県立看護大学 教授 


•令和 7年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事（企画情報担当） 大平 肇子 


令和6年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•平成27年 4月 三重県立看護大学 教授 


•令和 4年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事（地域貢献担当） 宮﨑 つた子 


令和6年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•平成26年 4月 三重県立看護大学 教授 


•令和 6年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事〔非常勤〕 安田 敏春 


平成31年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•元三重県副知事 


•平成31年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事〔非常勤〕 野嶋 佐由美 
令和6年4月1日～ 


令和8年3月31日 


・元高知県立大学学長 


•令和 6年 4月 三重県立看護大学 理事 


監事 後藤 貞明 


平成21年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•後藤公認会計士事務所 


•平成21年 4月 三重県立看護大学 監事 


監事 小林 明子 


平成22年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•楠井法律事務所 


•平成22年 4月 三重県立看護大学 監事 


 


（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬 


 会計監査人は有限責任あずさ監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と同一ネ


ットワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬及び非


監査業務に基づく報酬の額は、それぞれ5,720,000円（税込）及び０円である。 


 


９．教職員の状況（令和７年５月１日現在） 


教 員 ６７名（うち常勤 ５０名、非常勤 １７名） 


職 員 ２２名（うち常勤 ２２名） 


 


（常勤教職員の状況） 


常勤教職員数は、昨年度から８名減少し７２名となった。このうち、三重県からの出


向者は９名、医療機関等からの出向者は１名である。 
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10.ガバナンスの状況 


（１）ガバナンスの体制 


  第三期中期計画に基づき法令等を遵守し業務を効率的かつ効果的に運営していくため、


業務方法書に内部統制について定めるとともに、内部統制規程を整備している。また、教


育研究活動によって得られた成果や中期目標の達成状況等について、自己点検・評価を客


観的かつ継続的に行うとともに、地方独立行政法人法第 78 条の 2 の規定に基づき、三


重県公立大学法人評価委員会による業務の実績に関する評価を毎年度受審し、これらの結


果に基づいて改善に取り組むことにより、大学教育の質保証をさらに推進する。 


  さらに、会計処理をはじめ法人の業務運営等幅広い分野において、監査実施方針に基づ


き内部監査を計画的・体系的に実施し、監査結果については理事長へ報告し教職員へ情報


共有を諮るとともに、監事が出席する理事会において報告を行い、問題点等が発見された


場合は担当課等に今後の対応（改善）等報告を求める等、速やかに改善する。 


 


（２）法人の意思決定体制 


 


 


 


 


 







 


7 
 


Ⅱ 財務諸表の要約及び財務情報 


１．貸借対照表（資産・負債・純資産） 


① 貸借対照表の要約の経年比較（５年）                （単位：百万円） 


区分 
第 13 期 


(令和3年度) 


第 14 期 


(令和4年度) 


第 15 期 


(令和5年度) 


第 16 期 


(令和6年度) 


第 17 期 


(令和7年度) 


資産合計 3,848 4,110 3,832 3,737 3,775 


負債合計 628 753 162 212 345 


純資産合計 3,219 3,357 3,670 3,524 3,430 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                  （単位：百万円） 


資産の部 金額 負債の部 金額 


固定資産 


 有形固定資産 


  土地 


  建物 


   減価償却累計額 


  構築物 


   減価償却累計額 


  工具器具備品 


   減価償却累計額 


  図書 


  その他の有形固定資産 


   減価償却累計額 


 無形固定資産 


 投資その他の資産 


流動資産 


 現金及び預金 


 その他流動資産 


３，５４６ 


３，５２６ 


１，０８０ 


３，３７１ 


△１，５４７ 


７３ 


△６２ 


５３１ 


△２３７ 


３１６ 


７ 


△４ 


１８ 


２ 


２２８ 


１３２ 


９５ 


固定負債 


 長期繰延補助金等 


長期寄附金債務 


 長期リース債務 


流動負債 


 運営費交付金債務 


寄附金債務 


未払金 


リース債務 


 その他流動負債 


１８４ 


２ 


３ 


１７８ 


１６１ 


２４ 


１ 


５７ 


５０ 


２８ 


負債合計 ３４５ 


純資産の部 金額 


資本金 


 地方公共団体出資金 


資本剰余金 


利益剰余金 


３，７７０ 


３，７７０ 


△７１４ 


３７４ 


純資産合計 ３，４３０ 


資産合計 ３，７７５ 負債純資産合計 ３，７７５ 


※各科目の金額は、単位未満を切り捨てているので、合計金額と一致しないことがある（以下の


表についても同じ。）。 


 


【財務諸表に記載された事項の概要（内訳及び増減理由）】 


（資産合計） 


令和７年度末現在の資産の合計額は、前年度比 38 百万円増（1.0％（対前年度比率。


以下同じ。））の 3,775 百万円となった。 
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増加額の主な要因は、研究棟空調更新に伴い工具器具備品が増加したこと等による。 


 （負債合計） 


令和７年度末現在の負債の合計額は、132 百万円増（62.6％）の 345 百万円となった。 


増加の主な要因は、令和６年度退職手当等の未払金の精算に対し、学内 LAN ネットワ


ーク機器等賃貸借契約締結等締結に伴い長期リース債務が増加したこと等による。 


（純資産合計） 


令和７年度末現在の純資産の合計額は、94 百万円減（△2.6％）の 3,430 百万円とな


った。 


減少の主な要因は、資本剰余金の償却に伴う損益外減価償却費の累計等による。 


 


２．損益計算書（経常費用・経常利益・当期総損益） 


① 損益計算書の要約の経年比較（５年）               （単位：百万円） 


区分 
第 13 期 


(令和3年度) 


第 14 期 


(令和4年度) 


第 15 期 


(令和5年度) 


第 16 期 


(令和6年度) 


第 17 期 


(令和7年度) 


経常費用 1,014 1,211 1,106 1,291 1,185 


経常収益 1,044 1,228 1,085 1,263 1,154 


当期総利益 33 20 384 △19 △30 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                 （単位：百万円） 


区分 金額 


経常費用（Ａ） １，１８５ 


 業務費 


  教育経費 


  研究経費 


  教育研究支援経費 


  人件費 


  その他 


 一般管理費 


 財務費用 


 雑損 


１，０３８ 


１８７ 


４３ 


１１８ 


６８１ 


７ 


１４４ 


１ 


０ 


経常収益（Ｂ） １，１５４ 


 運営費交付金収益 


 授業料等減免費交付金 


 学生納付金収益（授業料収益、入学金収益及び検定料収益） 


 その他 


７５７ 


５８ 


２５６ 


８１ 


臨時損益（Ｃ） ０ 
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その他調整額（Ｄ） ０ 


当期総利益（Ｂ-Ａ+Ｃ+Ｄ） △３０ 


（※）雑損の額：582,321 円（百万円未満のため、上表では０と表記。） 


（※）臨時損益の額：△6円（百万円未満のため、上表では０と表記。） 


 


【財務諸表に記載された事項の概要（内訳及び増減理由）】 


（経常費用） 


   令和７年度に発生した経常費用は、106百万円減(△8.2％）の1,185百万円となった。 


減少の主な要因は、授業料等減免の多子世帯拡充に伴い奨学費が 45 百万円増


（315.0％）の 60 百万円となったことに対し、県からの施設整備費補助金等を用いた修


繕工事の実施が少なかったこと等により、施設整備にかかる修繕費が 36 百万円減（△


42.2％）となった。加えて、令和６年度は常勤教員定年退職に伴い例年に比べ費用が嵩


んだところであるが、令和７年度はその水準に至らなかったことから、常勤教員人件費


が 106 百万円減（△17.9％）となったこと等による。 


（経常収益） 


令和７年度に発生した経常収益は、108 百万円減（△8.6％）の 1,154 百万円となっ


た。 


減少の主な要因は、令和６年度は常勤教員定年退職に伴い例年に比べ費用が嵩み多


額の収益が発生したところであるが、令和７年度はその水準に至らなかったことから、


運営費交付金収益が 92 百万円減（△10.8％）となったこと等による。 


（当期総損失） 


上記により、令和７年度の当期総損失は、10 百万円増（53.3％）の△30 百万円とな


った。 


 


３．純資産変動計算書 


                                 （単位：百万円） 


区分 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 


当期首残高（Ａ） ３，７７０ △６５４ ４０８ ３，５２４ 


当期変動額（Ｂ） － △６０ △３４ △９４ 


 固定資産の取得 － ４７ △４ ４３ 


 固定資産の除売却 － － － － 


 減価償却 － △１０７ － △１０７ 


 当期純損失 － － △３０ △３０ 


当期末残高（Ａ+Ｂ） ３，７７０ △７１４ ３７４ ３，４３０ 


当事業年度の純資産は、固定資産の取得及び当期総損失の計上により 94 百万円減少し、 


3,430 百万円となりました。 
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４．キャッシュ・フロー計算書（業務活動・投資活動・財務活動によるキャッシュ・フロー）  


①キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年）        （単位：百万円）  


区分 
第13期 


(令和3年度) 


第14期 


  (令和4年度) 


第15期 


  (令和5年度) 


第16期 


  (令和6年度) 


第17期 


  (令和7年度) 


業務活動による 


キャッシュ・フロー 
△21 37 △44 △112 19 


投資活動による 


キャッシュ・フロー 
△16 △16 111 3 67 


財務活動による 


キャッシュ・フロー 
△35 △35 △34 △34 △28 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                 （単位：百万円） 


区分 金額 


Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） １９ 


 原材料、商品又はサービスの購入による支出 


人件費支出 


 その他の業務支出 


 運営費交付金収入 


 学生納付金収入 


 その他の業務収入 


△２４９ 


△７５４ 


△１７８ 


９１８ 


１９９ 


８３ 


Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B） ６７ 


Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △２８ 


Ⅳ 資金増加額（D＝A+B+C） ５８ 


Ⅴ 資金期首残高(E) ７４ 


Ⅵ 資金期末残高(E+D) １３２ 


 


【財務諸表に記載された事項の概要（内訳及び増減理由）】 


（業務活動によるキャッシュ・フロー） 


  令和７年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、131 百万円増（前年度は 112 百


万円の支出）の 19 百万円となった。 


増加の主な要因は、令和６年度運営費交付金等未収金の精算等による。 


（投資活動によるキャッシュ・フロー） 


令和７年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、64 百万円増（1,892.2％）の 67


百万円となった。 


増加の主な要因は、固定資産の取得及び令和６年度施設費未収金の精算等による。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 


令和７年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、6 百万円増（17.6％）の△28 百


万円となった。 


   増加の主な要因は、学内 LAN システム構成機器等賃貸借契約の更新に加え、無線 LA


Ｎネットワーク機器賃貸借契約を新規締結したことによる。 


 


５．セグメントの経年比較・分析 


当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略している。 


 


６．目的積立金の申請状況及び使用内訳等 


令和７年度は当期未処理損失の処理をする。 


  令和７年度においては、教育研究の質の向上、組織運営及び施設設備の改善に充てるた


め、教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設設備の改善積立金から４百万円を使用


した。 


 


７．重要な施設等の整備等の状況 


（１）当事業年度中に完成した主要施設等 


該当なし。 


（２）当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 


該当なし。 


（３）当事業年度中に処分した主要施設等 


該当なし。 


（４）当事業年度中において担保に供した施設等 


  該当なし。 


 


８．予算と決算との概況 


以下の表は、当法人が策定した予算に対する決算の状況について表示したものである。 


なお、予算と決算の差額の理由については、令和７年度において予算と決算の差額が 10


百万円以上の項目について表記した。 


                               （単位：百万円）  


区分 


第 13 期 


(令和3年度) 


第 14 期 


(令和4年度) 


第 15 期 


(令和5年度) 


第 16 期 


(令和6年度) 


第 17 期 


(令和7年度) 


予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 
差額 


理由 


収入 1,068 1,360 1,371 1,437 1,240 1,189 1,195 1,258 1,210 1,167  


運営費交付金収入 730 746 738 762 778 746 737 817 797 781 ※１ 


補助金等収入 68 295 301 348 116 116 139 100 106 100  


学生納付金収入 248 252 248 244 247 244 238 242 199 199  
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その他収入 21 25 39 49 46 47 59 85 84 82  


目的積立金取崩 0 40 43 32 50 34 20 12 22 4 ※２ 


支出 1,068 1,192 1,371 1,427 1,240 1,149 1,195 1,239 1,210 1,141  


教育研究経費 296 282 333 293 337 308 310 269 298 277 ※３ 


一般管理費 117 259 363 442 196 201 221 197 174 174  


人件費 649 643 669 683 700 634 660 766 730 681 ※４ 


その他支出 5 6 4 7 5 5 3 6 7 7  


収入－支出 － 168 － 10 － 39 － 18 － 26  


※１ 当初予算積算にかかる人件費が令和６年９月１日現在の人員に基づくことに伴う。 


※２ 執行予算の精査に伴い、予算額に比して決算額が 17 百万円減少した。 


※３ 学長特別研究費等の研究費配賦が当初見込みより少なかったこと、目的積立金を用


いた事業が想定よりも縮小したこと等に伴い、予算額に比して決算額が 20 百万円減少


した。 


※４ 当初予算積算にかかる人件費が令和６年９月１日現在の人員に基づくことに伴い、


予算額に比して決算額が 49 百万円減少した。 


 


Ⅲ 事業に関する説明 


１．財源の内訳 


令和７年度の当法人における事業の実施財源となる経常収益は、1,154 百万円で、その


内訳は、運営費交付金収益 757 百万円（65.6％（経常収益に対する比率。以下同じ。））、


学生納付金収益（授業料、入学金及び検定料）256 百万円（22.2％）及びその他収益 140


百万円（12.1％）となっている。 


 


２．財務情報及び業務の実績に基づく説明 


  令和７年度においても、年度計画に基づき、大学の目的である教育研究の質の向上を図


るため、別紙のとおり大学の教育研究等の向上に関する取組みを行った。 


  また、令和７年度において事業に要した経費（経常費用）は、1,185 百万円で、その内


訳は、教育経費 187 百万円（15.8％（経常費用に対する比率。以下同じ。））、研究経費 43


百万円（3.6％）、教育研究支援経費 118 百万円（10.0％）、受託研究費 4百万円（0.3％）


受託事業費３百万円（0.3％）、人件費 681 百万円（57.4％）及び一般管理費等 146 百万円


（12.3％）となっている。 


  なお、当法人は、大学全体を一つのセグメントとして事業を行っている。 
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３．運営費交付金の債務及び当期振替額の明細 


（１）運営費交付金債務の増減額の明細                 


（単位：円） 


交付年度 期首残高 
交付金 


当期交付額 


当期振替額 


期末残高 運営交付金


収益 


資本 


剰余金 
小計 


令和３年度 － － － － － － 


令和４年度 － － － － － － 


令和５年度 648,016 － － － － 648,016 


令和６年度 － － － － － － 


令和７年度 － 781,268,308 757,798,714 － － 23,469,594 


合計 648,016 781,268,308 757,798,714 － － 24,117,610 


 ※三重県ふるさと応援寄附金を財源として交付された 48,000 円は寄附金債務に含め、上記に


は含めていません。 


 


（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 


① 令和３年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


会計基準第 79 第 7 項に


よる振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  －  


 


② 令和４年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 


－ 


該当なし 
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資本剰余金 
－ 


計 － 


会計基準第 79 第 7 項に


よる振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  －  


 


③ 令和５年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


会計基準第 79 第 7 項に


よる振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  －  


 


④ 令和６年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


会計基準第 79 第 7 項に


よる振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  －  


 


⑤ 令和７年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 


745,744,487 


①期間進行基準を採用した事業等  


費用達成基準を採用した業務以外の


全ての業務  







 


15 
 


資本剰余金 － ②当該業務に関する損益等  


ｱ)損益計算書に計上した費用の額  


業務費：105,339,308 


人件費：640,405,179  


ｲ)自己収入に係る収益計上額：0  


ｳ)固定資産の取得額：0  


③運営費交付金収益化額の積算根拠  


期間進行基準に係る運営費交付金債務


745,744,487 円を収益化。  


計 


745,744,487 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 


12,054,227 


①費用進行基準を採用した事業等 


退職手当 


②当該業務に係る損益等 


ｱ)損益計算書に計上した費用の額


退職手当：12,054,227 


ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 


③振替額の積算根拠 


業務進行に伴い支出した運営費交付


金債務 12,054,227 円を収益化。 


資本剰余金 


－ 


計 


12,054,227 


会計基準第 79 第 7 項に


よる振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  757,798,714  


 


（３）運営費交付金債務残高の明細 


                                   （単位：円） 


交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 


令和３年度 期間進行基準を採用した業務


に係る分 
－ 該当なし 


費用進行基準を採用した業務


に係る分 
－ 該当なし 


計 －  


令和４年度 期間進行基準を採用した業務


に係る分 
－ 該当なし 


費用進行基準を採用した業務


に係る分 
－ 該当なし 


計 －  


令和５年度 期間進行基準を採用した業務 648,016 人件費 
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に係る分 ・令和５年度の残高のうち、令和６年


度退職手当充当後の人件費執行残。当


該債務は中期目標期間終了時に設立


団体へ納付する予定。 


費用進行基準を採用した業務


に係る分 


－ 
該当なし 


計 648,016  


令和６年度 期間進行基準を採用した業務


に係る分 


－ 該当なし 


費用進行基準を採用した業務


に係る分 


－ 該当なし 


計 －  


令和７年度 期間進行基準を採用した業務


に係る分 


10,523,821 人件費  


・正規事務職員の超勤時間が見込みよ


りも少なかったこと、臨時教員の出勤


が見込みより少なかったこと等の理


由から、10,523,821 円の残が生じた。


当該債務は中期目標期間終了時に設


立団体へ納付する予定。  


費用進行基準を採用した業務


に係る分 


12,945,773 退職手当  


・退職手当の執行残であり、翌事業年


度以降に使用する予定。  


計 23,469,594  
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【別紙】大学の教育研究等の向上に関する取組  


① 教育に関する取組 


教育に関する取組に関しては、新たなカリキュラムを令和４年度に開始し、「三重を知


ろうⅠ・Ⅱ」や「総合課題探求Ⅰ・Ⅱ」など特色ある科目も展開しながら、地域の特性を


的確に捉えて看護を実践できる人材の育成に努めている。令和７年度に開講した「総合課


題探求Ⅱ」では、異学年が交流しながら臨床場面の倫理問題についてディスカッションや


発表を行い、多様な意見・信念を持つ他者と共同しつつ問題を探求する力を養うことがで


きた。 


本学は教育の質向上を目的に、学生アンケートを通して学修成果を把握・分析してカリ


キュラム改善につなげる取組や、学生の授業評価や教員相互の授業点検の結果を組織的


に授業改善に活用する取組を継続して行っている。令和７年度は「学生による授業評価」


の名称を「授業振り返りアンケート」に変更して学修成果の自己把握の目的も追加するこ


とで、学生の主体的な学びの意識醸成を図った。 


学生支援においてはチューター制度＊をはじめとした重層的な学生相談体制を設け、


学修支援から学生の健康・生活面での相談も含めて、小規模単科大学の特性を活かしたき


め細かな対応を行っている。県内就職率は中期目標の 55％を概ね達成しており、第１希


望での就職率も高い水準を維持している（令和７年度：92.2％）。 


 


② 研究に関する取組 


研究に関する取組においては、教員間の相互支援及び研修会の実施を通して競争的資金


の獲得力の強化に努めており、採択率は中期目標の 50％を上回っている（令和７年度：


51.1％）。 


制度面では研究の適切性及び責任体制の明確化を図るため、これまでの運用上の課題を


踏まえ、研究倫理審査に係る規程・要領等の見直しを行った。一方、紀要については、研究


論文に加えて大学として史料的価値のある論文や報告書の掲載を開始するとともに、論文


フォーマットの修正及び投稿規程を改正して投稿を促す取組を行った。 


また、高度化する医療現場で看護職者が直面する課題の解決を目指して連携協力協定機


関と本学が共同して研究に取り組む「連携協力協定機関共同研究」を開始した。 


 


③ 社会・地域貢献等に関する取組 


社会・地域貢献に関する取組においては、地域に根差した県立大学として積極的な活動 


を継続して行っている。本学は全教員が地域交流センター業務を兼務しており、各教員の


専門的な知見や研究成果等を活用して、県民のヘルスリテラシー向上や看護職者のスキル


アップなどに資する多種多様なプログラムを提供し、常に参加者から高い評価を得てい


る。また、新型コロナウイルス感染症を契機とした感染管理に関する専門的な知識と高度


な技術を持つ感染管理認定看護師のニーズの高まりに対応するため、認定看護師養成課程


「感染管理」を三重大学医学部附属病院と共同して令和４年度から３年間開講し、令和７
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年度までに 52 名の認定看護師を育成した。三重県の都道府県別登録者数（人口 10 万人


比）の順位は開講前の 28 位から 10 位に上昇し、感染管理領域における専門的かつ質の高


い人材育成に貢献することができた。 


 


④ 大学運営に係る環境整備に関する取組 


教職員の健康管理と心理的安全性の向上を組織運営上の重点取組事項と位置づけ、教職


員アンケート等の意見も汲み取りながら職場環境の改善に努めた。特にハラスメント防止


に関しては、教員との対話の機会を設け、研修会についても効果的な手法を工夫しながら


開催した。また、教員の人員充足に努めるとともに、業務の効率化を教授会で議論し、令


和８年４月から各種委員会等の統廃合と定数削減を実施することとした。これらの改善取


組を実施したこともあり、令和７年度の教員満足度アンケート結果は全体満足度が前年度


から上昇し、特にハラスメントに関する項目については大幅に改善した。 


大規模災害への備えを強化するため、大規模地震災害対策マニュアルに基づいた対応が


迅速かつ実効的に行えるよう、各班の要員の活動手順を新たに定め、実際に活動手順を確


認するための初動対応訓練も実施した。 


学生の生活支援については、物価高対策として、日本学生支援機構の「物価高に対する


食の支援事業」を活用した支援を後援会の協力を得て行った。 


 


⑤ 的確な業務運営の実施及び業務改善に関する取組 


人材育成面において、教員の能力向上と意欲向上を図りつつ、本学の教育理念を実現す 


る教員の育成支援を目的に「教員活動評価・支援制度」を運用しており、令和７年度は本


制度を利用して１名が海外での研修活動を行った。また、新たに創設した大学院研修制度


により、１名が大学院博士後期課程に進学した。 


事務局職員については、将来の大学運営の中核を担う人材となることが期待される法人 


固有職員の育成に特に注力し、研修体系を新たに策定するとともに、個別の研修計画に基


づいた研修を実施し、職員の能力向上・育成に努めた。 


 


⑥ 財務内容の改善に関する取組 


施設貸出や広報紙への広告掲載、修学支援基金への寄付の募集など自己収入の確保に


努めた。 


近年の物価上昇の影響により様々な経費が上昇するなかで、教職員がコスト意識を持


ち、予算配分の最適化や執行における経費節減などに組織全体で取り組んだ。 


また、施設の中長期改修計画に基づいた修繕工事を県の補助金を活用して行い、将来


にわたって施設や設備を維持できるように取り組んだ。 


 


⑦ 大学教育の質保証及び情報の公開・発信に関する取組 
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大学機関別認証評価について、大学教育質保証・評価センターによる審査を受審し、


「大学評価基準を満たしている」と認定された。評価においては、様々なアンケートや評


価の分析を通して授業改善や学修成果の把握に継続して取り組んでいる点が高く評価され


た。また、「三重を知ろうⅠ・Ⅱ」についても科目内容や地域の協力団体と連携しながら


実施する手法が、特色ある教育取組として高い評価が得られた。今回の受審を契機に教育


の質保証の取組の一層の充実を図るため、新たに評価項目を定めて担当部門による自己点


検評価を実施した。 


情報の発信に関しては、高校生・受験生に向けた新たな広報誌「MCN REAL」の発行や、


大学院志願者の増加を図るための大学院の紹介動画の製作など新規取組を積極的に行っ


た。 


 


 


〇用語説明 


チューター制度 


個人指導教官（教員）。本学では、各指導教員を「チューター」として配属し、本学で


学ぶ学生の生活・教育・研究について、個別に指導・助言を行っている。 


 








（単位：円）
資産の部


Ⅰ　固定資産
有形固定資産


土地 1,080,000,000
建物 3,371,377,830


減価償却累計額 △ 1,547,860,485 1,823,517,345
構築物 73,392,550


減価償却累計額 △ 62,113,080 11,279,470
工具器具備品 531,425,110


減価償却累計額 △ 237,935,662 293,489,448
図書 316,147,022
美術品・収蔵品 2,210,000
車両運搬具 4,817,756


減価償却累計額 △ 4,817,753 3
有形固定資産合計 3,526,643,288


無形固定資産
特許権 5,326
ソフトウェア 18,130,942
電話加入権 38,000
無形固定資産合計 18,174,268


投資その他の資産
敷金及び保証金 2,115,000
預託金 24,530
投資その他の資産合計 2,139,530
　　　固定資産合計 3,546,957,086


Ⅱ　流動資産
現金及び預金 132,960,732
棚卸資産 210,775
前払金 612,400
立替金 196,444
未収消費税 16,200
未収金 94,486,581


　　　流動資産合計 228,483,132
　　　　　資産合計 3,775,440,218


負債の部
Ⅰ　固定負債


長期繰延補助金等（注） 2,100,718
長期寄附金債務（注） 3,521,938
長期リース債務 178,616,521


　　　固定負債合計 184,239,177


Ⅱ　流動負債
運営費交付金債務（注） 24,117,610
寄附金債務（注） 1,000,000
未払金 57,406,643
未払費用 4,430,996
預り金 2,163,682
科学研究費助成事業等預り金（注） 21,829,302
リース債務 50,059,330


　　　流動負債合計 161,007,563
　　　　　負債合計 345,246,740


貸借対照表
（令和8年3月31日現在）


1







純資産の部
Ⅰ　資本金


地方公共団体出資金 3,770,320,000
　 資本金合計 3,770,320,000


Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 821,834,044
減価償却相当累計額（△）（注） △ 1,536,145,144


　 資本剰余金合計 △ 714,311,100


Ⅲ　利益剰余金
教育研究の質の向上並びに組織運営
及び施設設備の改善積立金（注） 44,208,910
積立金 360,489,610
当期未処理損失 △ 30,513,942
（うち当期総損失　△30,513,942)


　利益剰余金合計 374,184,578
　純資産合計 3,430,193,478
　　 負債純資産合計 3,775,440,218


（注）これらは地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
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（単位：円）
経常費用


業務費
教育経費 187,262,583
研究経費 43,677,812
教育研究支援経費 118,708,839
受託研究費 4,400,000
受託事業費等 3,569,443
役員人件費 29,782,772
教員人件費 503,312,414
職員人件費 147,919,563 1,038,633,426


一般管理費 144,523,428
財務費用


支払利息 1,593,730 1,593,730
雑損 582,321


経常費用合計 1,185,332,905
経常収益


運営費交付金収益（注１） 757,798,714
授業料収益 226,026,150
入学金収益（注１） 24,064,000
検定料収益 6,835,000
公開講座講習料収益 69,750
受託研究収益（注１） 4,400,000
受託事業等収益（注１） 3,569,443
補助金等収益（注１） 60,064,757
寄附金収益（注１） 1,719,691
施設費収益 56,452,000
財務収益


受取利息 732,858 732,858
雑益


財産貸付料収入 1,378,146
手数料収入 96,140
科学研究費助成事業等間接経費収益（注１） 6,152,291
その他雑益 5,460,029 13,086,606


経常収益合計 1,154,818,969
経常損失 30,513,936
臨時損失


固定資産除却損 6 6
当期純損失 30,513,942
当期総損失 30,513,942


（注１）これらは地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。


損益計算書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）
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（注２）資本剰余金を減額したコスト等に関する注記


　当期総損失 △ 30,513,942
　　　減価償却相当額 △ 107,904,736
　　　賞与引当増加相当額 △ 6,063,972
　　　退職給付引当増加相当額 △ 26,220,242
　　　小計 △ 140,188,950
資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 △ 170,702,892


（注３）科学研究費助成事業等に関する注記
　当期受入額 20,507,636
　当期支出額 14,049,459
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（単位：円）


Ⅰ　資本金


うち当期総損失


3,770,320,000      773,955,444        -1,428,240,408     -                  -654,284,964       -                  48,393,310         380,382,739        -19,893,129        -                  408,882,920        3,524,917,956      


Ⅰ　資本金の当期変動額 -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  


Ⅱ　資本剰余金の当期変動額


固定資産の取得 -                  47,878,600         -                  -                  47,878,600         -                  -4,184,400         -                  -                  -                  -4,184,400         43,694,200         


固定資産の除売却 -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  


減価償却 -                  -                  -107,904,736       -                  -107,904,736       -                  -                  -                  -                  -                  -                  -107,904,736       


Ⅲ　利益剰余金の当期変動額


（１）　利益の処分


　　　　前中期目標期間からの繰越し -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  


　　　　利益処分による積立 -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  


　　　　利益処分（又は損失処理）による取り崩し -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -19,893,129        19,893,129         -                  -                  -                  


　　　　設立団体への納付金の納付 -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  


（２）　その他


　　　　当期純損失 -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -30,513,942        -30,513,942        -30,513,942        -30,513,942        


　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  


　　　　目的積立金取崩額 -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  -                  


当期変動額合計 -                  47,878,600         -107,904,736       -                  -60,026,136        -                  -4,184,400         -19,893,129        -10,620,813        -30,513,942        -34,698,342        -94,724,478        


当期末残高 3,770,320,000      821,834,044        -1,536,145,144     -                  -714,311,100       -                  44,208,910         360,489,610        -30,513,942        -30,513,942        374,184,578        3,430,193,478      


当期首残高


当期変動額


資本
剰余金
合計


前中期目標期間繰越積
立金


目的積立金 積立金
当期未処分利益


又は当期未処理損失
（△）


利益剰余金合計


純 資 産 変 動 計 算 書


（令和７年４月１日～令和８年３月31日）


Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金(又は繰越欠損金)


純資産
合計


設立
団体


出資金


資本
剰余金


減価償却
相当累計額(－)


除売却差額
相当累計額(－)
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(単位：円)


Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー.


原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 249,389,188


人件費支出 △ 754,503,855


その他の業務支出 △ 178,231,747


運営費交付金収入 918,196,000


授業料収入 173,294,500


入学金収入 19,646,000


検定料収入 6,835,000


公開講座講習料収入 69,750


受託研究収入 4,400,000


受託事業等収入 3,438,831


補助金収入 58,645,100


寄附金収入 1,418,481


預り金収支 △ 1,513,159


その他の収入 17,154,906


　　業務活動によるキャッシュ・フロー 19,460,619


Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー


定期預金の預入による支出 △ 50,000,000


定期預金の払戻による収入 50,000,000


有形固定資産の取得による支出 △ 44,512,043


施設費による収入 111,736,900


　　　　　小　　計 67,224,857


利息及び配当金の受取額 732,858


　　投資活動によるキャッシュ・フロー 67,957,715


Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー


リース債務の返済による支出 △ 27,458,254


　　　　　小　　計 △ 27,458,254


利息の支払額 △ 1,353,580


　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 28,811,834


Ⅳ 資金増加額 58,606,500


Ⅴ 資金期首残高 74,354,232


Ⅵ 資金期末残高 132,960,732


キャッシュ･フロー計算書


（令和7年4月1日～令和8年3月31日）
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（単位：円）


Ⅰ　当期未処理損失 30,513,942
当期総損失 30,513,942


Ⅱ　損失処理額 30,513,942
積立金取崩額 30,513,942


Ⅲ　次期繰越欠損金 0


損失の処理に関する書類（案）
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Ⅰ． 重要な会計方針 


当事業年度より、改訂後の「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人


会計基準注解」（令和８年３月 31 日改訂）並びに「『地方独立行政法人会計基


準及び地方独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和８年４月改訂）


を適用して、財務諸表等を作成しています。 


 


１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 


期間進行基準を採用しています。 


なお、退職一時金及び修学支援新制度に係る授業料等減免相当額、特定の


事業に充当される運営費交付金については、費用進行基準を採用しています。 


 


２ 減価償却の会計処理方法 


（１）有形固定資産 


定額法を採用しています。 


耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、設立団体から 


承継した固定資産については承継時の残存耐用年数で減価償却しています。 


なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 


建  物   ３年～４７年 


構 築 物   ３年～３３年 


工具器具備品 ５年～ ８年 


ただし、リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零


とする定額法によっています。 


また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第 87）の減価償却相 


当額については、減価償却相当累計額として、資本剰余金から控除して表示し
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ています。 


（２）無形固定資産 


定額法を採用しています。 


なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期


間（５年）に基づいて償却しています。 


 


３ 引当金の計上基準 


（１）賞与引当金及び見積額の計上基準 


賞与については、運営費交付金による財源措置がなされるため、賞与引当


金は計上していません。 


なお、資本剰余金を減額したコスト等に関する注記における賞与引当増加


相当額は、当事業年度末の賞与引当相当額から前事業年度末の同相当額を控


除した額を計上している。 


（２）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 


退職一時金については、運営費交付金による財源措置がなされるため、退 


職給付に係る引当金は、計上していません。 


 なお、資本剰余金を減額したコスト等に関する注記における退職給付引当増


加額は地方独立行政法人会計基準第 89 条第 5 項に基づき計算された退職一時


金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。 


 


４ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 


貯蔵品：最終仕入原価法による原価法 


 


５ リース取引の会計処理 
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リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通


常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 


 


６ 消費税等の会計処理 


消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 


 


Ⅱ．注記 


１ 貸借対照表関係 


（１） 運営費交付金から充当されるべき賞与見積額 48,383,102 円 


（２） 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金見積額 123,892,781 円 


（三重県からの派遣職員に対する退職給付の見積額については、上記金額


から除いています。） 


 


２ キャッシュ・フロー計算書関係 


（１） 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳 


現金及び預金  132,960,732 円 


 うち定期預金      0 円 


資金期末残高  132,960,732 円 


（２）重要な非資金取引 


現物寄附による固定資産の取得 


図 書             1 円 


ソフトウェア    711,600 円 


合 計           711,601 円 
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３ 公立大学法人の業務運営に関して住民の負担に帰せられるコスト 


Ⅰ業務費用 


（１）損益計算書上の費用              1,185,332,911 円 


 （２）（控除）自己収入等                        △274,351,207 円  


   業務費用合計                    910,981,704 円 


Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等             140,188,950 円 


Ⅲ 機会費用 


  地方公共団体出資の機会費用        67,551,846 円   67,551,846 円 


Ⅳ 公立大学法人の業務運営に関して 


  住民の負担に帰せられるコスト                 1,118,722,500 円 


 


公立大学法人の業務運営に関して住民に帰せられるコストの注記における


機会費用の計上方法 


地方公共団体出資の機会費用の計算に利用した利率 


10 年利付国債の 2026 年３月末利回りを参考に 2.345％で計算しています。 


 


４ 重要な債務負担行為 


 


５ 金融商品関係 


契約名称 契約相手方 契約金額 
翌期以降支払金額 


一年以内 一年超 


三重県立看護大


学附属図書館業


務委託 


株式会社紀伊國屋


書店中部営業部 
96,598,656 円 24,149,664 円 72,448,992 円 


合 計 96,598,656 円 24,149,664 円 72,448,992 円 
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（１）金融商品の状況に関する事項 


   当法人は、資金運用については、預金で運用しています。 


（２）金融商品の時価に関する事項 


   期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、 


  下記のとおりです。また、現金は注記を省略しており、預金、未収金及び


未払金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから注


記を省略しています。 


（単位：円） 


（*）負債は（ ）で示しています。 


  （注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 


金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び 


重要性に応じて、以下の三つのレベルに分類しています。 


レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）


相場価格により算定した時価 


レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可 


能なインプットを用いて算定した時価 


レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 


時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合


には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定に


おける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。 


 


リース債務  


 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額(*1) 


 


リース債務 


 


(228,675,851)  


 


(227,350,387)  


 


（△1,325,464） 
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時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス 


クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の


時価に分類しています。 


 


６ 賃貸等不動産関係 


  賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記は省略しています。 


 


７ 会計上の見積りに関する事項 


  記載すべき事項はありません。 


 


８ 重要な後発事象 


該当する事項はありません。 


 







(単位：円）


当期償却額
当期
減損


損失額


当期
減損損失
相当額


建物 3,337,459,901   -                 -                3,337,459,901   1,529,482,896 107,078,430     -          -            -            1,807,977,005    


工具器具備品 5,835,942         43,694,200    -                49,530,142       6,444,008       608,066          -          -            -            43,086,134        


計 3,343,295,843   43,694,200    -                3,386,990,043   1,535,926,904 107,686,496     -          -            -            1,851,063,139    


建物 33,917,929       -                 -                33,917,929       18,377,589     2,183,641        -          -            -            15,540,340        


構築物 73,392,550       -                 -                73,392,550       62,113,080     2,637,397        -          -            -            11,279,470        


工具器具備品 248,131,407     254,949,220  21,185,659   481,894,968     231,491,654   44,479,663 -          -            -            250,403,314      


図書 320,589,732     4,123,947      8,566,657     316,147,022     -                   -          -            -            316,147,022      


車両運搬具 4,817,756         -                 -                4,817,756         4,817,753       -                   -          -            -            3                    


計 680,849,374     259,073,167  29,752,316   910,170,225     316,800,076   49,300,701 -          -            -            593,370,149      


土地 1,080,000,000   -                 -                1,080,000,000   -                 -                   -          -            -            1,080,000,000    


美術品・収蔵品 2,210,000         -                 -                2,210,000         -                 -                   -          -            -            2,210,000         


計 1,082,210,000   -                 -                1,082,210,000   -                 -                   -          -            -            1,082,210,000    


土地 1,080,000,000   -                 -                1,080,000,000   -                 -                   -          -            -            1,080,000,000    


建物 3,371,377,830   -                 -                3,371,377,830   1,547,860,485 109,262,071     -          -            -            1,823,517,345    


構築物 73,392,550       -                 -                73,392,550       62,113,080     2,637,397        -          -            -            11,279,470        


工具器具備品 253,967,349     298,643,420  21,185,659   531,425,110     237,935,662   45,087,729 -          -            -            293,489,448      


図書 320,589,732     4,123,947      8,566,657     316,147,022     -                 -                   -          -            -            316,147,022      


美術品・収蔵品 2,210,000         -                 -                2,210,000         -                 -                   -          -            -            2,210,000         


車両運搬具 4,817,756         -                 -                4,817,756         4,817,753       -                   -          -            -            3                    


計 5,106,355,217   302,767,367  29,752,316   5,379,370,268   1,852,726,980 156,987,197 -          -            -            3,526,643,288    


ソフトウェア -                   4,184,400      -                4,184,400         218,240         218,240 -          -            -            3,966,160         


計 -                   4,184,400      -                4,184,400         218,240         218,240          -          -            -            3,966,160         


ソフトウェア 101,938,471     711,600        28,727,700   73,922,371       59,757,589     10,068,447      -          -            -            14,164,782        


電話加入権 38,000            -                 -                38,000            -                 -                   -          -            -            38,000             


特許権 767,600           -                 -                767,600           762,274         68,854            -          -            -            5,326               


計 102,744,071     711,600        28,727,700   74,727,971       60,519,863     10,137,301      -          -            -            14,208,108        


ソフトウェア 101,938,471     4,896,000      28,727,700   78,106,771       59,975,829     10,286,687      -          -            -            18,130,942        


電話加入権 38,000            -                 -                38,000            -                 -                   -          -            -            38,000             


特許権 767,600           -                 -                767,600           762,274         68,854            -          -            -            5,326               


計 102,744,071     4,896,000      28,727,700   78,912,371       60,738,103     10,355,541      -          -            -            18,174,268        


敷金及び保証金 2,115,000         -                 -                2,115,000         -                 -                   -          -            -            2,115,000         


預託金 24,530            -                 -                24,530            -                 -                   -          -            -            24,530             


計 2,139,530         -                 -                2,139,530         -                 -                   -          -            -            2,139,530         


附属明細書
(１)　固定資産の取得及び処分、減価償却費(「第８７　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の
明細


資 産 の 種 類 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額


投資その他の資産


差引当期末残高 摘 要


有形固定資産
（特定償却資産）


減損損失累計額


有形固定資産
（特定償却資産以外）


非償却資産


無形固定資産
（特定償却資産）


無形固定資産
合計


期 末 残 高


減価償却累計額


有形固定資産
合計


無形固定資産
（特定償却資産以外）
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（単位：円）


切手 80,905                354,805            -                   392,765          -                     42,945              


クオカード 151,420              962,450            -                   946,040          -                     167,830             


合  計 232,325              1,317,255         -                   1,338,805        -                     210,775             


　　　該当事項はありません。


(4)　長期貸付金の明細


　　　該当事項はありません。


(5)　長期借入金の明細


　　　該当事項はありません。


(6)　公立大学法人債の明細


　　　該当事項はありません。


(7)　引当金の明細


　　　該当事項はありません。


(8)　資産除去債務の明細


　　　該当事項はありません。


(9)　保証債務の明細


　　　該当事項はありません。


（単位：円）


期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要


2,248,000         -                   -                   2,248,000          


568,453,411      43,694,200      -                   612,147,611      
有形固定資産等を取
得したことによる増


203,254,033      4,184,400        207,438,433      
有形固定資産等を取
得したことによる増


773,955,444      47,878,600      -                   821,834,044      


その他


(3)　有価証券の明細


地方公共団体からの譲与


施設費


目的積立金


計


(10)　資本剰余金の明細


区　　分


(2)　棚卸資産の明細


種　類 期首残高


当期増加額 当期減少額


期末残高 摘　要当期購入・
製造・振替


その他 払出・振替
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(11)　目的積立金の取崩しの明細


（単位：円）


4,184,400      


4,184,400      


-                 


4,184,400      


（単位：円）


令和４年度 -                     -                     


令和５年度 648,016            -                     


令和６年度 -                     -                     


令和７年度 -                     781,268,308       


合　　計 648,016            781,268,308       


（単位：円）
区分 令和３年度交付分 令和４年度交付分 令和７年度交付分


期間進行基準 -                     -                     


費用進行基準 -                     -                     


計 -                     -                     757,798,714            757,798,714        


745,744,487        


12,054,227         


-                    


745,744,487            


12,054,227              


合計


757,798,714        


（注）三重県ふるさと応援寄附金を財源として交付された48,000円は寄附金債務に含め、上記には含めていません。


(12)－2　運営費交付金収益


令和５年度交付分


-                      


757,798,714       


-                      


-                      -                    


-                      


757,798,714        


-                      


-                    


-                                 -                         


(12)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細


(12)－1　運営費交付金債務


交付年度 期首残高


 中期目標期間終了時の積立金への振替額


小計
当期交付額


合計額 -                                 


-                


小計


4,184,400              -                


757,798,714       -                    


資 本 剰 余 金
運 営 費 交 付
金 収 益


教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設設備の改善積立金
積立金の名称
及び事業名 教育研究の


質向上事業
組織運営及び施設


設備改善事業
その他 計


-                


4,184,400              


4,184,400              　　　ソフトウェア -                                 


-                                 -                


-                      


-                      


令和６年度交付分


-                    


-                    


-                    


-                    -                      


-                      


24,117,610              


当期振替額
期末残高


-                           


648,016                  


-                           


23,469,594              
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(13)　地方公共団体等からの財源措置の明細
(13)－1　施設費の明細


（単位：円）


資本剰余金 施設費収益 その他


-               -               24,805,000 -               


-               -               31,498,500 -               


-               43,694,200 148,500     -               


-               43,694,200 56,452,000 -               


（単位：円）


長期繰延補助金
等


資本剰余金
長期預り
補助金等


補助金等収益 その他


直接経費 -               58,645,100 -               -               -               58,645,100 -               -               58,645,100


間接経費 -               -               -               -               -               -               -               -               -               


直接経費 -               58,645,100 -               -               -               58,645,100 -               -               


間接経費 -               -               -               -               -               -               -               -               


計 -               58,645,100 -               -               -               58,645,100 -               -               


（注）「摘要」欄には、当期交付決定額を記載しています。


　　　損益計算書の補助金等収益には、長期繰延補助金等の収益化額1,419,657円が含まれているため、本明細の収益の合計額と一致していません。


(14)　役員及び教職員の給与の明細


（単位：円、人）


支給人員 支給人員


常　勤 2               1               


非常勤 4               -               


計 6               1               


常　勤 49             3               


非常勤 16             -               


計 65             3               


常　勤 16             -               


非常勤 6               -               


計 22             -               


常　勤 67             4               


非常勤 26             -               


計 93             4               


(注1)　役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要
  （1）　役員報酬
　　　役員に対する報酬については、「公立大学法人三重県立看護大学役員報酬規程」に基づいています。
  （2）　退職手当
　　　役員に対する退職手当については、「公立大学法人三重県立看護大学役員退職手当規程」に基づいています。
(注2)　教員及び職員（以下「教職員という。」）に対する給与及び退職手当の支給基準の概要
  （1）　教職員給与
　　　教職員に対する給与については、「公立大学法人三重県立看護大学職員給与規程」、「公立大学法人三重県立看護大学
　　  職員就業規則」及び「公立大学法人三重県立看護大学契約職員就業規則」に基づいています。また、非常勤の教職員に
　　  は、年間を通じて勤務を委嘱した職員を含んでいます。
  （2）　退職手当
　　　教職員に対する退職手当については、「公立大学法人三重県立看護大学職員退職手当規程」に基づき支給しています。
(注3)　支給人員は、令和7年4月1日から令和8年3月31日までの平均支給人員数によっています。また、退職給付には総支
　　　給人員を記載しています。


(15)　開示すべきセグメント情報


　　　当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略します。


31,498,500


43,842,700


100,146,200                  


摘要


左の会計処理内訳


計


講堂の照明LED更新


摘要 期首残高 当期交付額


24,805,000


教　員


394,387,445                  


(13)－2　補助金等の明細


交付元 経費の別


7,146,227                                        


16,377,212                    -                                                    


410,764,657                  


 期末残高


当期振替額


当期交付額 期首残高


合　計


529,671,170                  


30,860,942                    


560,532,112                  


職　員


113,797,601                  -                                                    


22,446,374                    


-                                                    


-                                                    


7,146,227                                        


4,908,000                                        


-                                                    


4,908,000                                        


21,486,124                    


960,250                        


-                                                    


12,054,227                                       


13,523,480                    


127,321,081                  


12,054,227                                       


-                                 


-                                 


報酬又は給与


支給額


研究棟空調更新


合　計


名称


区　　分


授業料等減免費交付金 三重県


役　員


退職給付


支給額


区分


屋上防水改修
（研究棟・渡り廊下棟）


期末残高


-                                 


-                                 
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（単位：円）


　　　教育経費
消耗品費 6,596,329           
備品費 59,950               
印刷製本費 4,314,521           
水道光熱費 15,890,182         
旅費交通費 4,306,669           
通信運搬費 1,070,361           
賃借料 7,626,698           
保守費 3,932,716           
修繕費 338,261             
諸会費 31,000               
会議費 15,000               
報酬・委託・手数料 73,091,003         
奨学費 60,086,050         
租税公課 61,699               
減価償却費 9,642,744           
雑費 199,400             187,262,583


　　　研究経費
消耗品費 8,683,601           
備品費 794,620             
印刷製本費 104,802             
水道光熱費 3,270,563           
旅費交通費 4,042,403           
通信運搬費 195,598             
賃借料 1,287,960           
保守費 658,468             
損害保険料 107,530             
諸会費 2,200,299           
報酬・委託・手数料 18,967,736         
減価償却費 3,364,232           43,677,812        


　　　教育研究支援経費
消耗品費 11,113,612         
備品費 366,300             
水道光熱費 1,999,813           
旅費交通費 4,150                 
通信運搬費 1,684,013           
賃借料 12,720,022         
保守費 594,000             
諸会費 167,700             
報酬・委託・手数料 51,858,932         
減価償却費 29,633,640         
図書除却費 8,566,657           118,708,839      


　　　受託研究費等
　　　受託研究費


消耗品費 1,103,650           
備品費 737,550             
通信運搬費 637,235             
賃借料 470,722             
修繕費 94,842               
報酬・委託・手数料 1,156,001           
租税公課 200,000             4,400,000         


　　　受託事業費
消耗品費 1,035,094           
印刷製本費 19,680               
旅費交通費 25,522               
通信運搬費 107,840             
賃借料 208,473             
報酬・委託・手数料 937,533             
租税公課 162,246             
職員人件費 1,073,055           3,569,443         


(16)　業務費及び一般管理費の明細
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　　　役員人件費
常勤役員人件費
　報酬 15,060,000         
　賞与 6,369,124          
　退職給付費用 4,908,000          
　法定福利費 2,428,398          
　通勤手当 57,000               28,822,522         
非常勤役員人件費
　報酬 570,000             
　通勤手当 390,250             960,250             29,782,772        


　　　教員人件費
常勤教員人件費
　給料 252,286,088       
　賞与 109,297,342       
　退職給付費用 7,146,227          
　法定福利費 84,122,512         
　通勤手当 6,412,214          
　その他手当 26,391,801         485,656,184        
非常勤教員人件費
　給料 7,294,800          
　通勤手当 1,118,456          8,413,256           
臨時教員人件費
　給料 7,460,907          
　法定福利費 1,279,018          
　通勤手当 503,049             9,242,974           503,312,414      


　　　職員人件費
常勤職員人件費
　給料 64,418,400         
　賞与 27,252,044         
　法定福利費 19,609,681         
　通勤手当 1,625,400          
　その他手当 20,501,757         133,407,282        
非常勤職員人件費
　給料 1,703,800          
　通勤手当 18,699               
　その他手当 660,000             2,382,499           
臨時職員人件費
　給料 9,600,246          
　法定福利費 2,061,856          
　通勤手当 467,680             12,129,782         147,919,563      


　　　一般管理費
消耗品費 2,439,275           
備品費 924,000             
印刷製本費 510,603             
水道光熱費 3,775,619           
旅費交通費 848,653             
通信運搬費 1,532,673           
賃借料 7,912,415           
車両燃料費 127,077             
福利厚生費 25,100               
保守費 6,983,346           
修繕費 49,972,722         
損害保険料 2,546,820           
広告宣伝費 825,000             
諸会費 1,653,147           
会議費 20,850               
報酬・委託・手数料 47,293,687         
租税公課 307,555             
減価償却費 16,797,386         
交際費 27,500               144,523,428      
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区　　　　分


大　　　　学


合　　　　計 　


委託者 経費の別


直接経費


間接経費


直接経費


間接経費


　　　　該当事項はありません。


委託者 経費の別


直接経費


間接経費


直接経費


間接経費


種　　　　目


　


（注）　間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（　　）内に記載しています。
　　　　他大学の研究分担者に送金する分担金相当額除き、
　　　　当大学に帰属する研究分担者が受領する分担金相当額は含んでいます。


-                     4,000,000          4,000,000          -                     


（単位：円、件）


400,000            -                     


2,189,261                     


（単位：円）


36                   


-                     400,000            


当 期 受 入 額 受託研究収益 期　末　残　高


（単位：円、件）


(19)　共同研究の明細


合　　　　計
-                     


株式会社等


-                     


400,000            


　基盤研究（A）　分担
(350,000) 


105,000


6,152,291


12
209,291


　基盤研究（Ｃ）　分担
(697,636) 


合　　　　計
(20,507,636) 


34


1


　研究活動（スタート）支援
(1,100,000) 


1
330,000


3,864,000


　基盤研究（Ｂ）
(5,480,000) 


2
1,644,000


　基盤研究（Ｃ）
(12,880,000) 
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(21)　科学研究費補助金等の明細


当 期 受 入 額 件　　　　数 摘　　　　要


-                     -                     


期　首　残　高 当 期 受 入 額 受託事業等収益 期　末　残　高


期　首　残　高


-                     


4,000,000          4,000,000          -                     


400,000            


(18)　受託研究の明細


※うち、現物による寄附は、「物品：862,190円（6点）」「図書：1円（1点）」です。


(17)　寄附金の明細


当 期 受 入 額 件　　　　数 摘　　　　要


2,189,261                     36                   ※


(20)　受託事業等の明細
（単位：円）


-                     3,569,443          3,569,443          -                     


-                     3,569,443          3,569,443          -                     
合　　　　計


地方公共団体
（設立団体）


-                     -                     -                     -                     


-                     -                     
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(22)　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細


①　現金及び預金
（単位：円）


区  　　　 分


現　　　金


普通預金


計


②　未収金
（単位：円）


区  　　　 分


未収学生入学料収入


施設費未収金


受託事業未収金


その他


計


③　未払金
（単位：円）


区　　　　分


人件費


物件費


一般管理費


固定資産


その他


計


14,207,938


金　　　　　額


8,979,711                                             


23,446,634                                            


9,372,884                                             


4,888,000


94,486,581


57,406,643                                            


11,925,800                                            


3,681,614                                             


71,821,200


3,569,443


金　　　　　額


16,344                                                 


132,944,388                                          


132,960,732                                          


金　　　　　額
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公立大学法人　三重県立看護大学
（単位：円）


予算額 決算額
差額


（決算－予算）
備考


収入


運営費交付金 797,471,000 781,268,308 △16,202,692


授業料等減免費交付金 61,805,000 58,645,100 △3,159,900


自己収入 207,312,000 207,905,834 593,834


授業料、入学金及び検定料収入 199,986,000 199,681,500 △304,500


雑収入 7,326,000 8,224,334 898,334 （注１）


産学連携等研究収入及び寄附金収入等 14,363,000 15,448,804 1,085,804


補助金収入 106,900,000 100,146,200 △6,753,800


目的積立金 22,100,000 4,184,400 △17,915,600 （注２）


基金取崩額 1,000,000 400,000 △600,000 （注３）


1,210,951,000 1,167,998,646 △ 42,952,354


支出


業務費 1,028,792,000 958,335,773 △70,456,227


教育研究経費 298,049,000 277,321,024 △20,727,976


人件費 730,743,000 681,014,749 △49,728,251


一般管理費 174,243,000 174,987,413 744,413


受託研究等経費 7,916,000 7,969,443 53,443


予備費 0 0 0


1,210,951,000 1,141,292,629 △69,658,371


－ 26,706,017 26,706,017


〇　本表は当法人の予算区分に従って、当初予算額と決算額（予算執行額）を表示し、差異説明をしています。


　　従って、財務諸表とは、科目表示も異なり授業料等収入や業務費、人件費等で算定条件が異なっています。


　　「三重県ふるさと応援寄附金」を財源として交付されたものは、「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」に含めています


〇　予算と決算の差異について
（注１）定期預金金利の上昇等に伴い、予算額に比して決算額が898千円増加しました。


（注２）執行予算の精査に伴い、予算額に比して決算額が17,915千円減少しました。


（注３）みかん大修学支援給付金希望者が少なかったことに伴い、予算額に比して決算額が600千円減少しました。


令和７年度　決算報告書


区分


計


計


収入－支出







